
「デジタル社会における不正競争防止法の

将来課題に関する中間整理報告」の

重要ポイント

2022年9月9日

経済産業省知的財産政策室



審議会での検討スケジュール

スケジュール 議題

第1回
2021年12月9日

（10：00～12：00）

• 不正競争防止法に関するこれまでの動きと今回の検討事項について
• 立証負担の軽減方法について

第2回
2022年1月11日

（15：30～17：30）

• 損害賠償額算定規定の見直しについて
• ライセンシー保護制度について

• 国際裁判管轄・準拠法について

第3回
2022年1月31日

（13：30～15：30）

• 限定提供データの制度・運用上の課題について
• これまでの議論の振り返りについて

第4回
2022年2月28日

（15：30～17：30）

• その他課題の検討について
• 制度的課題の検討の方向性について

第5回
2022年3月23日

（15：30～17：30）

• 「秘密情報の保護ハンドブック」の改訂案について
• 「限定提供データに関する指針」の改訂案について

• 中間整理報告案について

（ハンドブック改訂案・指針改訂案・中間整理報告案に関するパブリックコメント）

2022年5月17日
• 中間整理報告、改訂版「限定提供データに関する指針」、改訂版「秘密

情報の保護ハンドブック」を公表
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中間整理報告について
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検討の背景・視座
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◼ 「限定提供データ」の規律の見直しとともに、「営業秘密」に関しても、「データ保護」の視点から見直しを図り、両
制度一体として、「価値あるデータの保護」の実効性確保を図っていく必要。このため、営業秘密の関連規律の
うち、特に、技術情報に重点を置いた規律となっている事項について、規定の拡充を検討。

〇営業秘密：第5条の2の拡充（対象情報の拡充）、損害賠償額算定規定の見直し（第5条第1項
拡充）

〇限定提供データ：指針改定、規律の実効性評価

（データ利活用の更なる推進の視点）

各論点の検討の背景・視座

（技術・重要データの保全）

◼ 平成27年改正以降も、我が国の重要技術を意図的に狙う悪質な営業秘密の窃取事案が散見される。万が
一の流出の際に、被害企業として、その保全・被害回復に向けて断固とした措置を取っていく必要があることから、
民事訴訟を提起し、訴訟遂行していくにあたっての課題となり得る論点（証拠収集、管轄・準拠法）、また、
損害賠償額の適正化につながり得る論点（損害賠償額算定規定）について、規定の見直しを実施。

〇営業秘密：国際裁判管轄・準拠法、第5条の2の拡充（対象情報拡充、対象類型拡充）、損害賠
償額算定規定の見直し（第5条第1項拡充、「あるべき姿」の検討）

（オープンイノベーションの推進）

◼ 企業間連携が進む中で、知的財産・ノウハウのライセンスも更に活性化。知財取引の安定性を図る観点から、
営業秘密・限定提供データに関して、ライセンシー（知財利用者）側の保護を図る規定の創設を検討。

〇営業秘密・限定提供データ：ライセンシー保護制度の創設



立証負担の軽減



立証負担の軽減

⚫ 技術・重要データの保全の視点、また、データ利活用の更なる推進の視点も念頭に入れ、改めて、
営業秘密侵害訴訟における被侵害者の立証の困難性を解消するための措置について検討。

○立証責任（証拠収集）の困難性に関する現状の整理
◼ これまで証拠収集の困難性を解消するため、具体的態様の明示義務（第６条）、書類提出（第７条）に

加えて、平成27年改正において、営業秘密の使用等の推定規定（第5条の2）を創設し、更に、平成30
年の政令改正によって推定規定の拡充等の措置を図ってきたが、これらの措置によって状況に改善はみられて
いるか、現状認識の確認を行った。

○使用等の推定規定（不競法第５条の２）の拡充
◼ 使用等の推定規定は、（ⅰ）対象情報が「技術上の秘密」のうち、「生産方法」と「情報の評価又は分析
の方法」に限定されており、また、（ⅱ）対象類型が、不正取得類型及び取得時悪意重過失の転得類型
（第２条第１項第４号、同項第５号、同項第８号）に限定されている。

◼ これらについて、近年重要性を増しているデータそのもの不正侵害事案への活用、営業秘密侵害事案で多く
見られる取引相手方による不正侵害事案や、転職者による競合相手方への不正流通事案への適用を念頭
に、制度拡充の是非について検討。

○査証制度導入の是非
◼ 令和元年特許法改正で導入された査証制度について、営業秘密侵害への適用の是非を検討。

【審議会で検討を加えた論点】
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条文（第５条の２）

（技術上の秘密を取得した者の当該技術上の秘密を使用する行為等の推定）
第五条の二 技術上の秘密（生産方法その他政令で定める情報に係るものに限る。以下この条にお
いて同じ。）について第二条第一項第四号、第五号又は第八号に規定する行為（営業秘密を取得す
る行為に限る。）があった場合において、その行為をした者が当該技術上の秘密を使用する行為に
より生ずる物の生産その他技術上の秘密を使用したことが明らかな行為として政令で定める行為
（以下この条において「生産等」という。）をしたときは、その者は、それぞれ当該各号に規定す
る行為（営業秘密を使用する行為に限る。）として生産等をしたものと推定する。



8

生産方法が不正に取得
されたこと

通常

(1）生産方法が不正に取得
されたこと（※2）

(2) その生産方法を使用して
生産できる製品を、被告
が生産していること

推定規定

2点の立証
により転換

※2 侵入などの不正な手段での取得（第2条第1項第4号）、不正取得・開示が介在した
営業秘密であることを知ったうえでの取得（同項第5号、第8号）に限定

①対象となる営業秘密
（技術上の秘密）

②技術上の秘密を使用したことが明らかな行為

不競法
第5条の2

生産方法
＜例＞自動車組立技術、

化学物質の生成技術

当該技術上の秘密を使用する行為により生ずる物の生産
＜例＞当該組立技術を用いて生産できる自動車の生産、

当該原材料を用いて生産できる化学品の生産

不競法施行令（※1）

第1条、第2条

情報の評価又は分析の方法
＜例＞血液を化学的に分析し、特定疾

患の罹患リスクを評価する方法

技術上の秘密を使用して評価し、又は分析する役務の提供
＜例＞当該分析・評価方法を用いてできる、血液分析による特定疾患リスク

の評価結果を提供するサービスの提供

被告がその生産方法を
使用していること

原告の
立証が困難・・・

＜生産方法の不正使用の裁判における立証構造の例＞ ※1 平成30年11月1日施行

＜条文の構成＞

原告の立証 被告の立証 原告の立証 被告の立証

被告がその生産方法を
使用していないこと

営業秘密の不正な使用等の推定（不競法第5条の2、不競法施行令(※1)第1条、第2条）

⚫ 原告が、(1) 生産方法等の営業秘密を、被告によって不正に取得されたこと、(2) 被告がその生産方法を
使って生産することができる製品を生産していること等を立証した場合には、不正使用をしたものと推定。
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第2条第6項

第5号
(Bからの取得)

第8号
(Cからの取得)

第6号
(Bからの取得)

第9号
(Cからの取得)

※「権原の範囲」とは、Ｅが取得に係るBやCとの契約等
において、使用若しくは開示を許された範囲。

取得時悪意転得者Ｄ

取得時善意転得者Ｅ

第19条第1項
第6号
(適用除外)

不正競争行為の対象

第5条の2の適用対象類型

９

【不正取得類型（第4号）】

【正当取得類型（第7号）】

【取得時悪意重過失の転得類型（第5号・第8号）】

【取得時善意無重過失の転得類型
（第6号・第9号）】



第５条の２の対象情報と対象類型の整理
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技術上の秘密

営業上の秘密
生産方法

情報の評価又
は分析の方法

その他の
技術上の秘密

不正取得型（４号） × ×

取得時悪意重過失の
転得類型（５号・８号）

× ×

正当取得類型（７号） × × × ×

取得時善意無重過失の
転得類型（６号・９号）

× × × ×

○＝現行法の範囲内/×＝現行法の範囲外



【審議会での取りまとめ】
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○立証責任（証拠収集）の困難性に関する現状の整理
◼ 証拠収集の困難性について、これまで制度的手当を行ってきたが、現在も当該問題の解決には至っていない、
との現状認識の指摘が多くあった。

◼ 証拠収集の困難性を解決するアプローチとして、使用等の推定規定の構造的課題（適用のための要件であ
る不正取得の立証の方が推定事項である使用等の立証より困難であるとの課題）から、このままの形で拡充
しても利用場面は限定的であるとの指摘もあった一方で、諸外国のようなディスカバリー制度や査察命令と
いった抜本的措置を導入することが直ちには難しい状況であることに鑑み、まずは、使用等の推定規定の拡
充を図り、被害回復の手立ての実効性を確保していくアプローチを検討すべき、との意見があった。

○使用等の推定規定（第5条の2）の拡充
（ⅰ）対象情報拡充
◼ 営業秘密全般に拡充すべきとの意見としては、以下のような指摘があった。

• 諸外国の営業秘密保護法制では対象となる情報の性質により保護に差を設けていないこと、
• デジタル化の進展に伴い「技術上の秘密」 とそれ以外の秘密との区別は不可能となっていくこと、
• 対象情報の範囲を拡充しても被疑侵害者の反証が可能と考えられること等から、対象情報を 「営業秘

密」全般に拡充すべき。
◼ 一方、慎重な御意見としては、以下の指摘があった。

• 現行制度における 「技術上の秘密を使用する行為により生ずる物の生産その他技術上の秘密を使用し
たことが明らかな行為として政令で定める行為」 の要件について、対象情報の拡充に合わせてどのような
整理を行うべきか、また、推定事項（現行制度では「営業秘密を使用する行為……として生産等し
た」ことが推定 事項 とされている）についてどのような整理を行うべきかといった点の検討をあわせて
行った上で、全体の制度バランスとして、被疑侵害者側に過度な負担を強いることにならないかという
点の検証が必要。



（参考）対象情報拡充：①現行制度下で適用可能か否かが不透明と考えられる例

（データ利活用が進みつつある以下のような「データ・情報」は果たして「技術上の秘密」に該当するか）

⚫ 例えば以下のような事例は、「技術情報」のうち「生産方法又は情報の評価又は分析の方法」に入り得るか、
必ずしも明確でないと考えられる。第四次産業革命の進展とともに、あらゆる産業・サービスにおいて、「データ」
が競争力の源泉となっていく中、「技術情報」か否かの境界線は曖昧化していくのではないか。

 道路形状計測データ、車線情報データ、構造物情報データを集めた三次元高精度地図データ

 船舶エンジン稼働データ、船舶運航データ、海上気象データを集めた船舶関連のデータ

 購買、商品、アクセス、レビュー等の消費関連（動向）データ（「情報の分析・評価の方法」とまでは評価できないデータそのものをどのように考えるか）

 ５Gの基地局設置情報

 AI学習用データセット（AI開発に「不可欠なもの」であれば、技術情報・生産方法に係わるものとして整理。不可欠性が必ずしも立証できないケースをどう考えるか、
また、顧客データ等一義的には「営業情報」として整理されているものについてどのように考えるか。）

 選手の育成強化・スポーツベッティング等に活用される選手のスタッツデータ（サッカー選手の走行距離のデータ、選手の心拍数に関する
データ等選手のプレー等を数値化したデータ）

 「包括的データ戦略」の下、今後、データ利活用が進むであろう分野（健康・医療・介護、教育、防災、農業、インフラ、スマートシ
ティ、モビリティ、港湾等）に関するデータ（※第12回産構審不正競争防止小委員会、内閣府知財事務局資料参照）

（出典）経済産業省「データ利活用の事例集」（

＜技術分野に限らず様々な分野でデータが競争力の源泉となる時代に＞ 屋外行動ログ・テレビ視聴ログ・オンライン行動ログ・購買行動ログ等を集
約し匿名化

https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/data_jireisyu.pdf）12

https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/data_jireisyu.pdf


上記以外の情報に係る技術上の秘密

が現第5条の2の適用範囲
「営業秘密」
（第2条第6項） 「営業上の秘密」「技術上の秘密」

（第5条の2）

「生産方法」 「情報の評価又は分析の方法」
＜例＞

・血液を化学的に分析する技術

・機器の稼働情報から機器の状況を評価す

る技術

＜例＞

・自動車の組立技術

・化学物質の生成技術

＜例＞

・顧客名簿

・顧客対応マニュアル

スタッツデータ？

（参考）対象情報拡充②：「営業秘密」の概念図

消費関連（動向）データ？

AI学習用データセット？

営業上の秘密？技術上の秘密？

• 指針等では「営業上の秘密」として整理されているが、AI学習に
活用される場合には、「技術上の秘密」として整理される？

• AI開発に「不可欠な情報」であれば「技術上の秘密（生産方
法）」として整理。「不可欠性」は立証可能か？

13



【審議会での取りまとめ（続き）】
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（ⅱ）対象類型の拡充
◼ 対象類型の範囲を、正当取得類型及び取得時善意無重過失の転得類型に拡充することを検討。正当取得

類型への拡充にあたっては、刑事で先行して導入されている「領得」概念を用いながら、刑事罰の対象となり
得る領得行為が介在しているケースに限って対象とすることを検討。取得時善意無重過失の転得類型への
拡充にあたっては、転得者が、不正行為の介在について、「悪意・重過失」に転じた場合に限り対象とすること
を検討。

◼ 正当取得類型への拡充については、領得行為が介在している場合に限り適用の対象とする前提で賛成との
意見が得られた。

◼ 一方、取得時善意無重過失の転得類型への拡充にあたっては、転職者受入企業に対する萎縮効果が懸念さ
れるとの指摘があったことを受け、以下のような整理を示し議論を行った。
• 善意無重過失で他社の営業秘密を転得した場合でも、その後、悪意重過失に転換した上で、当該営

業秘密を使用・開示する行為は現行でも不正競争。したがって、本来、善意無重過失で営業秘密を転
得した者が、悪意重過失に転じた段階で、当該営業秘密を使用等することができないことは、現行制度
上明らかであり、過度に萎縮を招く、また、予見可能性に反することにはならないのではないか。

• 被疑侵害者側の反証可能性について、下表左側のような事項を反証することによって、使用等の推定
規定の適用を免れることが可能ではないか。

• 転職者受入企業の萎縮効果に配慮し、適当対象類型の拡充とあわせて、例えば、転職者受入企業と
して取り得る防止策等について、改めて、ガイドライン化し啓発を行っていくことも考え得るのではないか。



【審議会での取りまとめ（続き）】

15

○査証制度
◼ 営業秘密侵害訴訟への査証制度の導入については、現時点で特許法の査証制度の運用が必ずしも明確に

なっていないこと、また、手続の過程で営業秘密が相手方企業に漏洩されないよう、特許侵害訴訟に比べても
より一層手続上の秘密保持が認められること等から、全般的に慎重な検討が必要との意見が多くあった。

◼ 一方、海外での実施を視野に査証制度導入の検討を指摘する意見も。

• 現在でも、立証（証拠収集）の困難性は解決していないとの意見を踏まえ、引き続き、営業秘密侵
害訴訟における立証の困難性を解決するための制度的手当について、検討を行う。

• 使用等の推定規定の拡充については、構造上の課題に係る指摘もあったが、本規定の活用が期待
される場合が存在すること等を踏まえ、引き続き、制度拡充の方向性について迅速に検討を進める。

✓ 対象情報の「営業秘密」全般への拡充については、これに賛同する意見があった一方、他の要
件や推定事項とのバランスも踏まえ整理が必要であるといった意見があったことを踏まえ、今後、
より詳細な制度設計の検討を進めた上で、議論を継続する。

✓ 対象類型の拡充を行う場合には、正当取得類型への拡充について、「領得」を前提とした制度
整備について検討を進める。取得時善意無重過失の転得類型への拡充については、悪意重過
失に転じた場合に、適用対象とする案を示したが、これに賛同する意見があった一方、転職者受
入企業への萎縮効果に関する懸念等も強く示されたことから、今後、転職者受入企業への萎縮
効果を軽減する方策も含め検討を行う。

• 査証制度の導入については、海外での実施の可能性も含め、引き続き中長期的な視点で検討を継
続することとする。



損害賠償額算定規定
の見直し



損害賠償額算定規定の見直し

⚫ 「損害賠償額算定規定」（第５条第１項～第３項）について、データの価値の高まり等に着目
し、現行規定の制度的手当・解釈の明確化について議論。

○逸失利益の算定規定（第5条第1項）
◼ 現行規定は、営業秘密のうち「技術上の秘密」が侵害された場合にのみ適用可能な規定。昨今、データの価

値が高まっていることから、「技術上の秘密」を「営業秘密全般」に広げることによって、データ侵害の場合にも
同項を使えるようにすることを検討。

◼ 「物を譲渡」という要件について、データ提供している場合やサービスを提供している場合等にも適用し得るよ
う明確化することを検討。

◼ 令和元年特許法改正と同内容の改正（権利者の生産・販売能力等を超える部分の損害の認定規定の
創設）を検討。

○相当使用料額の算定規定（第5条第3項）
◼ 現行規定は、営業秘密や限定提供データが、侵害者に「使用」されている場合に適用可能な規定であり、営
業秘密等に対する「使用」以外の利用行為が行われた場合に、本項が適用できるが不明確。明確化のため
の制度的手当が必要かを検討。

◼ 令和元年特許法改正と同内容の改正（相当実施料の増額規定）を検討。

○解釈の明確化
◼ 営業秘密侵害に係る裁判例の中には、対象情報が商品に「化体」していないことを理由に第5条第1項、第2

項の適用を否定した事案も。解釈の明確化が必要か、検討。
◼ AI開発等において、製品の欠陥情報等ネガティブインフォーメーションの価値が高まるであろうことを念頭に、

損害額算定規定の考え方を整理する必要があるか、検討。

【審議会で検討を加えた論点】
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条文（第５条）

（損害の額の推定等）
第五条 第二条第一項第一号から第十六号まで又は第二十二号に掲げる不正競争（同項第四号から
第九号までに掲げるものにあっては、技術上の秘密に関するものに限る。）によって営業上の利益
を侵害された者（以下この項において「被侵害者」という。）が故意又は過失により自己の営業上
の利益を侵害した者に対しその侵害により自己が受けた損害の賠償を請求する場合において、その
者がその侵害の行為を組成した物を譲渡したときは、その譲渡した物の数量（以下この項において
「譲渡数量」という。）に、被侵害者がその侵害の行為がなければ販売することができた物の単位
数量当たりの利益の額を乗じて得た額を、被侵害者の当該物に係る販売その他の行為を行う能力に
応じた額を超えない限度において、被侵害者が受けた損害の額とすることができる。ただし、譲渡
数量の全部又は一部に相当する数量を被侵害者が販売することができないとする事情があるときは、
当該事情に相当する数量に応じた額を控除するものとする。
２ （略）
３ 第二条第一項第一号から第九号まで、第十一号から第十六号まで、第十九号又は第二十二号に
掲げる不正競争によって営業上の利益を侵害された者は、故意又は過失により自己の営業上の利益
を侵害した者に対し、次の各号に掲げる不正競争の区分に応じて当該各号に定める行為に対し受け
るべき金銭の額に相当する額の金銭を、自己が受けた損害の額としてその賠償を請求することがで
きる。
一 第二条第一項第一号又は第二号に掲げる不正競争 当該侵害に係る商品等表示の使用
二 第二条第一項第三号に掲げる不正競争 当該侵害に係る商品の形態の使用
三 第二条第一項第四号から第九号までに掲げる不正競争 当該侵害に係る営業秘密の使用
四 第二条第一項第十一号から第十六号までに掲げる不正競争 当該侵害に係る限定提供データの
使用
五 第二条第一項第十九号に掲げる不正競争 当該侵害に係るドメイン名の使用
六 第二条第一項第二十二号に掲げる不正競争 当該侵害に係る商標の使用



○逸失利益の算定規定（第5条第1項）
◼ 現行規定は、営業秘密のうち「技術上の秘密」が侵害された場合にのみ適用可能な規定。昨今、データの価

値が高まっていることから、「技術上の秘密」を「営業秘密全般」に広げることによって、データ侵害の場合にも
同項を使えるようにすることを検討。

（参考：審議会での関連意見）
• 第1項は元々商取引に単位が認められ、当該単位で競争している場合に活用できる規定。単位で競争していればよく、「技術上

の秘密」に限定する必要はない。一般的に、顧客名簿が侵害された場合には、単位を観念できないので適用が難しいが、売買さ
れているものであれば（単位で競争しているものであれば）適用可能。）

• データ侵害を念頭に営業秘密全般に拡充することに賛成。顧客名簿もデータであり対象から除外すべきでない。

◼ 「物を譲渡」という要件について、データ提供している場合やサービスを提供している場合等にも適用し得るよ
う明確化することを検討。

◼ 令和元年特許法改正と同内容の改正（権利者の生産・販売能力等を超える部分の損害の認定規定の
創設）を検討。

【審議会での取りまとめ】
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• データの侵害の場合にも本項を活用できるよう、「営業秘密」全般に拡充を行う方向で検討を進める。

（※但し、本項は、商取引に単位が認められ当該単位で競争している場合に活用可能な規定であることから、拡充を行ったとしても、引き
続き、顧客名簿や原価情報等を、製造工程・営業活動に活用していた場合等には、本項の活用は困難と考えられる。）

• 「物を譲渡」している場合にか適用できないところ、「データを提供」している場合や「サービス（役務）
を提供」している場合等にも拡充を行う方向で検討を進める。

• 特許法等令和元年改正と同様の制度的手当を行う方向で検討。



【審議会での取りまとめ（続き）】
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○相当使用料額の算定規定（第5条第3項）
◼ 現行規定は、営業秘密や限定提供データが、侵害者に「使用」されている場合に適用可能な規定であり、営
業秘密等に対する「使用」以外の利用行為が行われた場合に、本項が適用できるが不明確。明確化のため
の制度的手当が必要かを検討。

（関連する御意見）
• 一般的に、「使用」は広く解されているため、改正の必要性は大きくないのではないか。
• 「使用」に限定している点は立法の過誤であり、制度整備を検討すべき。

◼ 令和元年特許法改正と同内容の改正（相当実施料の増額規定）を検討。

○その他（損害賠償額の算定規定の「あるべき姿」の検討）
◼ 第5条第1項、第3項の各論に加えて、審議会では、不競法の損害賠償額算定規定について、大所高所の

見地から、「あるべき姿」を検討するべきではないかといった意見あり。

• 不競法の損害賠償額算定規定の「あるべき姿」については、加味すべき視点や留意すべき点も踏ま
え、知的財産法全体における不競法の果たす役割や、諸外国の動向（注：既に、中国や韓国で
は制裁的な賠償制度が導入されている）等も念頭に入れながら、不競法独自の観点から中長期
的な視点で継続検討する。

• 現行制度では、営業秘密等が「使用」されている場合に適用場面が限定されている点について、
「使用」に限らず営業秘密等が利用されている場合も適用対象に含むことができるよう制度的手当
を実施する方向で検討を進める。

• 不競法の特質を考慮しつつ、特許法等令和元年改正と同様の制度的手当を行うことが適切。



【審議会での取りまとめ（続き）】
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○解釈の明確化
◼ 営業秘密侵害に係る裁判例の中には、対象情報が商品に「化体」していないことを理由に第5条第1項、第2

項の適用を否定した事案も。解釈の明確化が必要か、検討。

（第1項との関係）
• 「中間整理報告」において、「そもそも、本項の趣旨は、侵害者が被侵害者の営業秘密を使用した商品
を市場で譲渡することにより、被侵害者の商品の譲渡数量が減少するという因果関係が成り立つという
点にある。とすれば、被侵害者の営業秘密を使用して侵害者の商品が製造等されている場合には、当
該侵害者商品は『侵害の行為を組成した物』に該当し 、これを譲渡しているときは、本項の適用が可能
であると考えられる。」と整理。

（第2項との関係）
• 「中間整理報告」において、「そもそも、本項は、顧客名簿等の営業上の秘密が侵害された場合にも活
用可能な規定と整理されているところ、例えば、侵害者が不正取得した顧客名簿を使用して営業活動
をしている場合、営業秘密が商品やサービスに『化体』等することは考え難い。 とすれば、本項の活用に
あたり、『化体』といった要件を課すことは想定されておらず 、侵害者が営業秘密の使用により利益を受
けているという因果関係が認められる場合には、本項の適用が可能であると考えられる。」と整理。

◼ AI開発等において、製品の欠陥情報等ネガティブインフォーメーションの価値が高まるであろうことを念頭に、
損害額算定規定の考え方を整理する必要があるか、検討。

• 「中間整理報告」において、「例えば、ネガティブインフォメーションの一つである過去に失敗した研究デー
タは、これを参考にすることにより、製造開発工程の短縮、不必要な研究開発費用の削減が可能になる
という点に意義がある。そこで、 『参考にする』といった態様での利用行為が 『使用』に含まれ得ると整理
した上 、ネガティブインフォメーションを『参考にする』という態様で利用している場合には、 不競法第5
条第3項の相当使用料額の請求が可能であると考えられる。」と整理。



ライセンシー保護制度の創設



ライセンシーの保護

⚫ オープンイノベーションの進展等を背景に、自社技術（ノウハウ）やデータを他者にライセンスする
機会が増加。一方で、不競法には、特許法や著作権法並びの、ライセンシー保護に係る規定が
ないことから、不競法（営業秘密・限定提供データ）について、ライセンシーの保護に係る規定創
設の必要性を検討。

＜前提となる課題意識＞
◼ 各知的財産法でライセンシーの対抗制度が整備される中、不競法では特段の手当てがなされていない。実務

上、特許とノウハウを一緒にライセンスすることは多く行われていることから、データのライセンスの活発化が想定さ
れる中で、営業秘密・限定提供データにも、ライセンシー保護制度を創設することを検討。

◼ 具体的には、以下の、「事例１：事業譲渡事例」、「事例２：破産事例」について、現行法制におけるライセ
ンシーの保護状況について整理・検証をした上で、①制度創設の必要性、②制度的アプローチについて検討。

【審議会で検討を加えた論点】
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【審議会での取りまとめ】
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○現行法制におけるライセンシーの保護状況
◼ ＜事例１：事業譲渡事例＞＜事例２：破産事例＞ともに、考え方によってはライセンシーの行為が不正競

争にあたると評価される可能性もあり得る旨、整理。

○制度創設の必要性
◼ 実務上、営業秘密や限定提供データを対象とするライセンス取引が行われていること、現行法制では、ライ
センシーの地位が不安定であることを踏まえ、ライセンシーを保護するための制度整備が必要／期待される、と
いった意見が多くあった。

○制度的アプローチ
◼ （ⅰ）営業秘密等を利用する利用権を設定し、当該権利の対抗力を規定するアプローチと、（ⅱ）不競法

上の差止請求権等及び破産法第53条第１項等の適用除外規定を整備するアプローチについて、いずれが
適切なアプローチであるか検討。

◼ 他の知財法との整合性等の観点から、利用権を設定するアプローチの方が望ましいとの意見があった一方で、
行為規制法である不競法に、新たに情報財を利用する権利を規定することへの懸念等から、適用除外規定
を整備するアプローチが望ましい、との意見もあった。

◼ なお、（ⅰ）利用権を設定するアプローチについて、破産管財人への対抗という観点からは、「利用権」ではな
く、「利用できる地位」といった規定でも、使用収益を目的とする権利として捉えられるのであれば十分に対抗力
を担保することができる、との指摘があった。

• ライセンシー保護制度については、制度整備に肯定的な意見が多く、今後具体的な検討を進める。
制度的なアプローチについては、制度の実現可能性、ライセンシー保護の安定性、実務への影響
等の観点を踏まえつつ、今後具体的な検討を進める。
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参照：破産法、特許法及び著作権法

◼ 破産法
（双務契約）
第五十三条 双務契約について破産者及びその相手方が破産手続開始の時において共にまだその履行を完了

していないときは、破産管財人は、契約の解除をし、又は破産者の債務を履行して相手方の債務の履行を請
求することができる。

（賃貸借契約等）
第五十六条 第五十三条第一項及び第二項の規定は、賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利を設
定する契約についてには、破産者の相手方が当該権利につき登記、登録その他の第三者に対抗することがで
きる要件を備えている場合適用しない。

◼ 特許法

（通常実施権の対抗力）
第九十九条 通常実施権は、その発生後にその特許権若しくは専用実施権又はその特許権についての専用実

施権を取得した者に対しても、その効力を有する。

◼ 著作権法

（著作物の利用の許諾）

第六十三条 著作権者は、他人に対し、その著作物の利用を許諾することができる。

２ 前項の許諾を得た者は、その許諾に係る利用方法及び条件の範囲内において、その許諾に係る著作物を利
用することができる。

３ 利用権（第一項の許諾に係る著作物を前項の規定により利用することができる権利をいう。次条において同
じ。）は、著作権者の承諾を得ない限り、譲渡することができない。

（利用権の対抗力）
第六十三条の二 利用権は、当該利用権に係る著作物の著作権を取得した者その他の第三者に対抗すること
ができる。



国際裁判管轄・準拠法



国際裁判管轄・準拠法

⚫ 民事事件での被害回復、また、これを通じた抑止力強化を目的に、営業秘密侵害事案における
国際裁判管轄・準拠法について、予見可能性を確保するための措置を講じることを検討。

＜前提となる課題意識＞
◼ 民事訴訟における渉外事案では、国際裁判管轄・準拠法の決定が争点となり得る。国際裁判管轄は民訴

法第3条の3第8号、準拠法は、法の適用に関する通則法第17条の適用が主に問題となるが、いずれも「結
果発生地」の解釈によることとなり、定見はない状況。

◼ 例えば、下記事例は、現行法制下でも刑事罰の適用対象である一方、民事訴訟において、日本の裁判所
に国際裁判管轄が認められるか、日本法が準拠法として選択されるか判然としない。

◼ 典型的な渉外事案を念頭に、予見可能性の確保の観点から、新たに、一定の場合に、管轄・準拠法を主張
できるよう、明確化を図ることを検討。

【審議会で検討を加えた論点】
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（参考）渉外的な侵害への刑事規律における対応（平成27年改正）

⚫ 技術流出対策として、平成27年改正で、刑事規律を中心に、国外犯処罰規定（不競法第21
条第6項）、海外重罰規定（第21条第3項各号）を整備。

※構成要件の一部をなす行為が国内で行われ、又は構成要件の一部をなす結
果が国内で発生した場合は、国内犯とする。（大判明44.6.16）

○ 営業秘密侵害罪の国外犯（※）については、不正使用行為及
び不正開示行為のみが対象。

改正前 改正後

対象となる営
業秘密

日本国内において管理さ
れていた営業秘密

日本国内において事業を行う
保有者の営業秘密

取得・領得 × ○

使用 ○ ○

開示 ○ ○

侵害品譲渡等 ×

（第21条第6項）

国外犯処罰の範囲拡大

現 状

○ 昨今のＩＴ環境を踏まえると、クラウドなど物理的には海外の
サーバにおいて管理されている営業秘密が、海外において不正取得
されるケースが生じ得るが、旧法では、その行為が処罰対象となるか
不明確。

改正の内容

※国外犯の対象となる営業秘密を、「日本国内において事業を行う保有者の営
業秘密」と改正することにより、クラウドのような海外サーバにおいて管理されて
いる営業秘密も対象となることが明確化。

国外犯処罰規定 海外重罰規定

28

（第21条第3項）
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参照

◼ 不正競争防止法
（罰則）
第二十一条 （略）
３ 次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若しくは三千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。

一 日本国外において使用する目的で、第一項第一号又は第三号の罪を犯した者
二 相手方に日本国外において第一項第二号又は第四号から第八号までの罪に当たる使用をする目的があることの情を知って、

これらの罪に当たる開示をした者
三 日本国内において事業を行う営業秘密保有者の営業秘密について、日本国外において第一項第二号又は第四号から第

八号までの罪に当たる使用をした者
（略）

６ 第一項各号（第九号を除く。）、第三項第一号若しくは第二号又は第四項（第一項第九号に係る部分を除く。）の罪は、
日本国内において事業を行う営業秘密保有者の営業秘密について、日本国外においてこれらの罪を犯した者にも適用する。

◼ 民事訴訟法
（契約上の債務に関する訴え等の管轄権）
第三条の三 次の各号に掲げる訴えは、それぞれ当該各号に定めるときは、日本の裁判所に提起することができる。

（略）
八 不法行為に関する訴え

不法行為があった地が日本国内にあるとき（外国で行われた加害行為の結果が日本国内で発生した場合において、
日本国内におけるその結果の発生が通常予見することのできないものであったときを除く。）。

◼ 法の適用に関する通則法
（不法行為）
第十七条 不法行為によって生ずる債権の成立及び効力は、加害行為の結果が発生した地の法による。ただし、その地における

結果の発生が通常予見することのできないものであったときは、加害行為が行われた地の法による。



【審議会での取りまとめ】
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○国際裁判管轄
◼ 企業の訴訟戦略を妨げない「競合管轄」との前提で、管轄に関する規定を制度化していくことに賛同する意見

があった。
◼ 一方で、被疑侵害者の予見可能性の観点等から、立法化そのものに慎重であるべきとの意見や、制度化に
あたっては、他国法令との重複・衝突する際にどのような解決が図られるか、といった点での整理が必要、との
指摘もあった。

◼ 制度整備を行う際の留意点として、国外犯処罰規定（第21条第6項）の文言（「日本国内において事業
を行う営業秘密保有者の営業秘密」）は、日本で事業活動を行う海外企業が何ら日本の事業に関連のな
い営業秘密を海外市場で不正利用された場合にも適用し得るようにも考えられるため、起訴便宜主義という
歯止めが期待できない民事訴訟に関する規定については、例えば、（ⅰ）日本で管理している営業秘密が
侵害される場合、（ⅱ）日本に本拠地や主たる事務所がある場合、（ⅲ）日本で展開する事業との関連
性が認められる場合（民訴法第3条の3第5号参考）等に限定することが適切である、との意見があった。

○準拠法
◼ 制度整備に賛同する意見があった一方で、被疑侵害者の予見可能性の観点等から制度整備に慎重である

べきとの意見もあった。
◼ また、制度整備を行う際の留意点として、国際裁判管轄に関する議論と同様、国外犯処罰規定（不競法第

21条第6項）の適用範囲に一定の限定を加えるべきとの意見があった。

• 今後、企業の訴訟戦略を妨げないとの視点、制度整備による他国法令への影響、他国の法制化
動向等を加味しながら、制度整備の是非について継続検討していく。

• なお、仮に、制度整備を行う場合には、国外犯処罰規定（不競法第21条第6項）を参照しつつ
も、本小委員会で得られた意見を踏まえ、適切な範囲での措置となるよう検討を行う。



限定提供データの
制度的課題
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⚫ 平成30年改正で創設した限定提供データ関連の規律の見直しの要請を踏まえ（※施
行後3年（2022年7月）が目途）、制度創設時からの実務の進展、また、政府全体で
推し進めるデジタル化の進展等を念頭に、現行法令の実効性を改めて検証。

施行後3年見直しの要請と今次見直しの視点

◼ 「不正競争防止法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（衆議院）」
「一 政府は、この法律の施行後三年を目途として、データの適正な流通及び利活用を促進する観点から、データに
関連するビジネスの展開、技術革新、経済社会の情勢の変化等を踏まえ、この法律による改正後の不正競争防止
法の規定の実施状況を勘案し、当該規定について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所
要の措置を講じること。」

◼ 「不正競争防止法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（参議院）」
「一 本法施行後三年を目途として、データの適正な流通及び利活用を促進する観点から、データに関連するビジネ
スの展開、技術革新の動向等を踏まえ、改正後の不正競争防止法の規定の実施状況について検討を加え、所要
の措置を講ずること。…」

Ⅰ 「限定提供データに関する指針」の見直し（運用面の見直し）

➢ 制度施行後、限定提供データの利活用が進む中で、①解釈の明確化等の要請が寄せられた
論点、②今後、利用が増加すると考えられるデータPF・取引事業者が制度実装する際の論
点に関する追記を検討。

Ⅱ 制度（規律）の見直し

➢ 平成30年改正時に措置を見送った事項の検証とともに、運用面からみての制度課題について
検討。



【審議会での取りまとめ】
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○制度創設時に措置を見送った事項の検討
◼ 平成30年改正時に、「保護と利用のバランス」を念頭におき、主に、取引の安全に配慮する観点から措置を見

送った事項（（ⅰ）限定提供データ侵害の刑事罰化、（ⅱ）限定提供データ侵害品の譲渡等規制、
（ⅲ）転得類型における重過失規制、（ⅳ）悪意転換後の使用行為規制）について、制度施行後、新た
にこれらの制度的手当を再検討すべき事情が生じているか、検討。

◼ 結果として、現状では、限定提供データの実装が進みつつある段階であることから、この段階で、上記、
（ⅰ）～（ⅳ）の制度的手当の再検討を進めることは、実務の混乱を招きかねないとして、いずれも、現
時点では追加の手当は不要ではないか、との意見があった。（※なお、限定提供データ侵害の刑事罰化の
うち、日本国外で使用する目的での行為を刑事罰の対象とすることについては、経済安全保障等の観点から、
検討することもあり得るのではないかとの意見があった。）

○実務・制度実装の観点等から指摘されている課題
◼ 施行後、実務での制度実装の観点から、（ⅰ）「秘密として管理されているものを除く」要件（不競法第２

条第７項）の妥当性、（ⅱ）善意取得者保護に係る適用除外規定（同法第19条第１項第８号イ）に
おける善意の判断基準時について、制度見直し等の必要性について検討。

◼ （ⅰ）「秘密として管理されているものを除く」要件については、本要件のために、「営業秘密」と「限定提供
データ」では、別々の管理態様が要求されているとも解釈され得ること等から、将来の制度見直しが期待され
るとの意見が多くあった。加えて、まずは短期的に取り得る対応として、指針の内容を再検討することも考え
得るとの指摘があった。

◼ （ⅱ）「善意取得者保護に係る適用除外規定」については、限定提供データの転得者の取引の安全、元
の限定提供データ保有者の保護のバランスを踏まえ、制度実装を行っている事業者によるニーズ・個別事
案等の状況も勘案しつつ、適切な制度の在り方について検討を進める。
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参照

◼ 不正競争防止法
（定義）

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。
（略）

７ この法律において「限定提供データ」とは、業として特定の者に提供する情報として電磁的方
法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によっては認識することができない方法をいう。次
項において同じ。）により相当量蓄積され、及び管理されている技術上又は営業上の情報（秘密
として管理されているものを除く。）をいう。

（適用除外等）
第十九条 第三条から第十五条まで、第二十一条（第二項第七号に係る部分を除く。）及び第二十

二条の規定は、次の各号に掲げる不正競争の区分に応じて当該各号に定める行為については、適
用しない。
（略）
八 第二条第一項第十一号から第十六号までに掲げる不正競争 次のいずれかに掲げる行為
イ 取引によって限定提供データを取得した者（その取得した時にその限定提供データについ
て限定提供データ不正開示行為であること又はその限定提供データについて限定提供デー
タ不正取得行為若しくは限定提供データ不正開示行為が介在したことを知らない者に限
る。）がその取引によって取得した権原の範囲内においてその限定提供データを開示する
行為
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参照：「限定提供データに関する指針」の改訂

⚫ ①制度施行後、限定提供データの利活用が進む中で解釈の明確化等の要請が寄せられた論点、
②今後、利用が増加すると考えられるデータPF・取引事業者が制度実装する際の論点について、
指針の改訂を検討。



ブランド・デザイン保護規律



形態模倣規定の見直し（第2条第1項第3号関係）

⚫ 近時、メタバースといった仮想空間の活用が進み、従来、フィジカルで行われてきた事業のデジ
タル化が加速しているところ、これにより、フィジカル／デジタルを交錯する、知的財産の利用の
加速が想定される。こうした状況を踏まえ、デザイン保護の一翼を担う形態模倣（第2条1項
第3号）の規律に関して、フィジカル／デジタルが交錯する模倣行為への対応が十分なものと
なっているか検討。

○「商品」に無体物を含むか
◼ 現行法制でも、「商品」に無体物を含むと解釈することも可能と考えられるが、疑義を解消す
るため、その旨明確化すべきとの指摘あり。

○フィジカル／デジタルを交錯する模倣事例に対応できるか
◼ 現行法制でも、フィジカル／デジタルを交錯する模倣事例に対応することも可能と考えられる
が、疑義はあるため明確化することが考えられる、との指摘あり。

【審議会での検討・取りまとめ】
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（定義）

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。（略）

三 他人の商品の形態（当該商品の機能を確保するために不可欠な形態を除く。）を模倣した商品を譲渡し、貸し渡し、譲渡
若しくは貸渡しのために展示し、輸出し、又は輸入する行為（略）

• デジタル時代における第2条第1項第3号の規律のあり方についても、将来課題の１つとして、
今後継続議論を行っていく。
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（参考）ファッション産業のデジタル化

⚫ 産構審新機軸部会でも、デジタル化推進の各論の１つとして、ファッション産業におけるNFT・ブロック
チェーン技術の活用による市場拡大の視点が取り上げられている。

（産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会 第2回 事務局資料）
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（参考）ファッション産業のデジタル化

（経済産業省「第3回 これからのファッションを考える研究会～ファッション未来研究会～」事務局資料）
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（参考）ファッション産業のデジタル化

（経済産業省「第3回 これからのファッションを考える研究会～ファッション未来研究会～」事務局資料）



中間整理報告書

限定提供データに関する指針（改訂版） 秘密情報の保護ハンドブック（改訂版）

（参考）資料のご紹介

▶報告書

▶指針 ▶ハンドブック
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https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/chiteki_zaisan/fusei_kyoso/pdf/20220517_1.pdf

https://www.meti.go.jp/policy/economy/
chizai/chiteki/guideline/h31pd.pdf

https://www.meti.go.jp/policy/eco
nomy/chizai/chiteki/pdf/handbook/
full.pdf

全ての資料はこちらからご覧いただけます▼

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/chiteki_zaisa
n/fusei_kyoso/20220517_report.html

産業構造審議会 知的財産分科会
不正競争防止小委員会 中間報告書等

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/chiteki_zaisan/fusei_kyoso/pdf/20220517_1.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/guideline/h31pd.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/handbook/full.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/chiteki_zaisan/fusei_kyoso/20220517_report.html

